雇用保険法改正案のあらましと企業・受給者への影響
Ⅰ．法律改正の目的

　雇用保険制度の安定的運営を確保するために給付と負担の両面から制度の見直しをする



Ⅱ．施行期日

　平成15年5月1日から施行（今国会で可決された場合）

Ⅲ．法律改正の内容

（1） 失業等給付の見直し

1 早期再就職の促進

1． 基本手当日額の給付率と支給上限額の見直し

▦高賃金層の基本手当日額が再就職賃金を上回る逆転現象解消のため基本手当給付率を10％引き下げる

60％～80％　　　　　50％～80％
（60歳以上65歳未満は50％～80％　　　　　45％～80％）

　　　　▦基本手当日額の上限額は現行   10,608円　　　　　8,040円

　　　　▦定年退職者の再就職等における賃金実態との均衡を図るため60歳時賃金日額の算定の特例(60歳以上退職者の基本手当日額は60歳時到達賃金日額に基づく)を廃止
2． 就業促進手当の創設

▦再就職手当と常用就職支度金とを統合。支給残日数3分の1以上かつ45日以上を残して早期就業した者（常用就職でない者も含む）に基本手当日額の30％を賃金に上乗せして支給

2 多様な働き方への対応

1． 通常労働者とパートタイム労働者の基本手当の所定給付日数が同日数に

▦倒産・解雇等により離職した特定受給資格者・就職困難者　　　　通常の給付日数

▦それ以外の理由による離職者　　　　パートタイム労働者の所定給付日数

＜倒産・解雇等による離職者＞

	被保険者期間
	1年未満
	～5年未満
	～10年未満
	～20年未満
	20年以上

	30歳未満
	90日
	90日
	120日
	180日
	－

	～35歳未満
	90日
	90日
	180日
	210日
	240日

	～45歳未満
	90日
	90日
	180日
	240日
	270日

	～60歳未満
	90日
	180日
	240日
	270日
	330日

	～65歳未満
	90日
	150日
	180日
	210日
	240日


＜倒産・解雇等以外の事由による離職者＞

	被保険者期間
	1年未満
	～5年未満
	～10年未満
	～20年未満
	20年以上

	全年齢
	90日
	90日
	90日
	120日
	150日

	*～45歳未満
	150日
	300日
	300日
	300日
	300日

	*～65歳未満
	150日
	360日
	360日
	360日
	360日


*就職困難者

▦高年齢求職者給付金　　　　　短時間労働被保険者の給付内容に一本化

	被保険者期間
	1年未満
	1年以上

	65歳以上
	30日
	50日


2． 育児・介護休業法による勤務時間短縮措置の期間中の算定の特例

▦勤務時間短縮措置により賃金が低下している期間中に倒産、解雇等による離職

　　　　　の場合は、措置前の賃金日額により算定

3 再就職の困難な状況に対応した給付の重点化

1． 壮年層の基本手当の所定給付日数の改善

▦35歳以上45歳未満で被保険者期間10年以上の倒産・解雇等による離職者　　　所定給付日数30日増
2． 訓練延長給付制度における複数回受講制度の拡充

▦特例措置対象者、現行45歳～59歳　　　　35歳～59歳
3． 在職者への給付（ⅰ教育訓練給付・ⅱ高年齢雇用継続給付）の失業者への給付との均衡を配慮

ⅰ教育訓練給付

　・加入期間要件、5年　　　　　3年

　・支給額、80％　　　　　40％（被保険者期間3年以上5年未満の者20％）

　・支給額の上限、30万円　　　　　20万円（　　　　〃　　　　　10万円）

ⅱ高年齢雇用継続給付

・　支給要件みなし賃金日額×30が100分の85を下回る　　　　100分の75

· 給付金の額、賃金の100分の25　　　　100分の15
· 支給限度額、    385,635円　　　　 350,880円
　

（2） 保険料率の改正および前2年間の据え置き

	
	現行
	新

	一般
	1000分の17．5
	1000分の19．5

	農林水産業・清酒製造業
	1000分の19．5
	1000分の21．5

	建設業
	1000分の20．5
	1000分の22．5


　　　　ただし、平成17年3月31日までは現行据え置き　　　

　　　　　　　

（3） 雇用安定資金の使用に関する特例

　　失業等給付費を支弁するため必要があるときは政令で定める日（平成19年度末）まで

　　の間は雇用安定資金を雇用勘定に受け入れて使用することができる

（4） 船員保険法の改正

　　雇用保険法に準じて所要の改正

（参考資料）

影近英孝（2003）『改正雇用保険法の実務』（ビジネスガイドNo.600）日本法令
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